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１．事業概要
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（２） 現在の経営状況

非適用

職 員 数

事　業　形　態　等

計 画 期 間

その他職員

事務職員

理学療法士又は作業療法士

施 設 数 定 員

　　　介護支援専門員数

10

サ ー ビ ス 日 数 （ R1 ）

　現在、老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰでは１日の利用定員を上限10名としている。　令和元年度末の登録者数は18名であり、１日の利用
者の平均は4.35人であった。全体の事業費では、主に介護報酬で6,268千円と一般会計からの繰入金7,841千円により事業を運
営している。　費用については、職員給与費で７割以上を占め経営を圧迫してはいるものの介護職等の確保のための待遇改善
に係る経費は必要不可欠であると考えている。また、直近の決算額は、14,500千円前後で推移している。
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（３） これまでの主な経営健全化の取組

２．将来の事業環境等

（１） 高齢者人口等の予測

（２） 介護需要の予測

　事業開始から直営で行い、経費の節約に努めてはいるものの収支の改善が図られない状況であり、今後は、経営規模の見
直しなど検討していかなければならないと考えている。

　利尻町では、総人口の減少に伴い、高齢者及び介護保険第２号被保険者とも減少が続いており、令和７年には高齢者の人口
が715人、令和22年には現状の約半数となる435人と高齢化率では45.6％と予想されており、高齢化率は上昇していくことが予
想される。

　高齢化率の上昇が避けられない中、今後も介護サービスへの需要が大きいものと考える。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画策定に当たっての数値目標

②　収支計画のうち投資についての説明

③　収支計画のうち財源についての説明

④　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

センターは、運営にあたり明るく家庭的な雰囲気を有するとともに、地域と家庭との結びつきを重視し、関係市町村、地域の保
健・医療・福祉サービスとの綿密な連携に努める。

　施設改修等の必要が生じた場合の財源については、一般会計からの繰入が想定される。

　投資以外については、原則介護報酬により運営することとしており、利用率を100％に近づけるとともに、経費の節約に努め一
般会計繰入金の圧縮を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　介護職等関係職員の確保に努め、利用率を100％を目標に介護報酬の安定を図り、一般会計繰入金の圧縮と経営の安定に
努める。

　計画期間中は施設改修等の予定はないが、故障等により必要が生じた場合でも過大な投資とならないよう留意する。
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①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

―

利用状況に関する事項

資金管理・調達・繰入金に関する事項

　利用率を100％に近づけ収益の確保に努める。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう地域包括支援セン
ターや国保病院等と連携しながら体制を構築する。

　現在は、直営で運営しているものの事業の継続を考えるとき、効率的な方法
を検討しなければならいない時期に来ていると考えている。

介護保険適用外の料金の見直しに関する事項

―

　当施設の現状にあった加算等を取得し介護報酬の増額に努める。

その他

―

―

新技術の導入に関する事項

―

―

資産の有効活用に関する事項

その他

地域包括ケアシステムの構築に関する事項
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③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　実績との乖離を検証し、必要に応じて決算後に収支計画を見直す。

その他

　適正な介護サービスの提供に支障を及ぼさないような職員配置を検討すると
ともに、各種手当の見直しを行い、人件費の適正化に努める。

　現在は、直営で運営しているものの事業の継続を考えるとき、効率的な方法
を模索しなければならいない時期に来ていると考えている。

―

職員給与費の適正化に関する事項

組織体制の効率化に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

―
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

（見込み）

1 (A) 14,514 14,115 15,113 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100

（１） (B) 6,627 6,268 6,234 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300

ア 6,627 6,268 6,234 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300

イ (C)

ウ

（２） 7,887 7,847 8,879 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800

ア 7,880 7,841 8,873 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790

イ 7 6 6 10 10 10 10 10 10 10 10 10

２ (D) 14,504 14,105 15,113 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100

（１） 14,504 14,105 15,113 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100

ア 11,395 10,851 12,172 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100

イ 3,109 3,254 2,941 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

（２）

ア

イ

３ (E) 10 10

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

R11

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

R3 R4 R5 R6 R7

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R8 R9 R10

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

（見込み）
R11R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

(J) 10 10

(K)

(L)

(M)

(N) 10 10

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 6,627 6,268 6,234 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

7,880 7,841 8,873 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790

7,880 7,841 8,873 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790

7,880 7,841 8,873 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790 8,790

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


